
 

 9

４．20 年度の主な事業 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 20 年度の重点的取組 

本市では、20 年度を「地球の中で横浜を考える年－開港150 周年へのカウントダウンに向けて」と位

置づけ、開港 150 周年を契機として、「『これからの横浜』の新たな魅力づくり」や「地球温暖化対策」、

「生活環境の安心・安全の向上」や「自立と支えあいのまちづくり」を進めてきました。ここでは、この

ような観点から重点的に取り組んだ主な事業の20年度決算の状況について取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

『日本丸メモリアルパークの再整備』                            5 億8700 万円 

日本丸メモリアルパーク（１期地区）については、帆船日本丸及び横浜マリ

タイムミュージアムを含むパーク全体のリニューアル整備を行いました。横浜

マリタイムミュージアムは、リニューアルを機に「横浜みなと博物館」へ名称

を変更しました。           〔港湾局賑わい振興課 ℡671-7188〕

『市民参加型都市ブランド構築事業』           1200 万円 
開港150周年を機に、市民の横浜への誇りや愛着心を高めるととも

に、横浜の対外的発信力を強化するため、有識者等からなる都市ブラ

ンド研究会、ボランティア200人によるキックオフワークショップを開

催するとともに、横浜市に関するイメージ調査を行いました。 

 〔都市経営局政策課 ℡671-3911〕

『地域再生まちづくり事業（初黄・日ノ出町地区）』                      1 億 7500 万円 

初黄・日ノ出町地区を安全安心で芸術を核とした賑わいのあるまちとして再生するため、地元、

警察、行政が一体となり、安全なまちづくりを進めるとともに、地区の空き店舗等を活用した「黄

金町バザール」を開催することで、新たな賑わいを創出しました。 

「黄金町バザール」会    期：20年9月11日～11月30日 

        会    場：京浜急行線日ノ出町駅から黄金町駅間の高架下スタジオ ほか 

入場者数：約10万人 

〔都市整備局都市再生推進課 ℡671-4247〕

〔開港150周年・創造都市事業本部創造都市推進課 ℡671-3506〕

『関内地区等活性化推進事業』                                    1800 万円 

横浜都心部のグランドデザインを取りまとめ、関内・関外地区の位置付けを整理するとともに、

新市庁舎整備の事業手法等について、民間から提案を募集し、有識者からなる委員会において提

言をいただくなど、新市庁舎の整備を核とした関内地区などの活性化に向けた取組を進めました。

           〔都市整備局企画課 ℡671-2024〕

  20年度は、中期計画に掲げた重点事業の着実な推進に加えて、生活を守る様々な安全対策や、横浜

の魅力づくり、地球温暖化対策など、社会環境の変化や新たなニーズに応える事業に取り組みました。

また、年度後半の景気の悪化に対応して、緊急的な対策を実施しました。 

  ここでは、20年度に取り組んだ主な事業の決算状況について、次の３区分から取り上げます。 

(1) 社会環境の変化や新たなニーズに対応した「20年度の重点的取組」 

(2) 経済の急激な悪化に対して緊急的に実施した「緊急経済対策」 

(3) 中期計画に基づき18年度から継続的に取り組んでいる「中期計画重点政策の主な事業」 

※以下、各事業の20年度決算額は100万円単位（100万円未満四捨五入）で表記しています。 

① 創造的な都市・横浜の実現に向けた、新たな魅力づくりを進めました。 
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●『アートボランティア横浜スタイル

～横浜トリエンナーレ 2008 サポーターとボランティアの活動記録～』

  2008年9月13日から11月30日まで、79日間にわたって行われた「横浜トリエンナーレ2008」。

横浜トリエンナーレ自体は日本最大級の国際現代美術展として内外に知られていますが、もうひとつ

の特徴が、市民との協働です。今回の「横浜トリエンナーレ2008」でも、多くの市民サポーター・ボ

ランティアが、トリエンナーレをともに支え、盛り上がりを生み出しました。 

  そして彼らの活動はさらに広がり、なんと本まで出してしまいました。行政の支援のみに頼らず、

自助努力により財源や人的協力を得て進めていくという試みは、新たな事業手法としても注目すべき

事例です。 

【横浜トリエンナーレ2008概要】 

  総合ディレクター：水沢 勉 

  会期：2008年9月13日～11月30日 

  会場：新港ピア、日本郵船海岸通倉庫、横浜赤レンガ倉庫 

1号館、三溪園ほか 

  全体テーマ：「TIME CREVASSE（タイムクレヴァス）」 

  来場者数：55万人（無料会場等含む） 

 サポーター・ボランティア 

：市民サポーター260名、ボランティア1,510名 

〔開港150周年・創造都市事業本部創造都市推進課 ℡671-3864〕

 ●第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ） ～東京以外の都市で初めての開催～ 

第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）が20年5月にパシフィコ横浜で開催されました。同会議

は、日本政府が国連や世界銀行等と共催する国際会議で、アフリカ諸国から41名の元首・首脳級

が出席し、全体で85か国、74の国際機関、会議参加者は3000名を超えるという、日本の外交史

上類を見ない大規模な国際会議となりました。 

横浜市は、会議の成功により横浜の国際的な発信力を高めるとともに、同会議の横浜開催を契機

に、市民とアフリカの交流や国際貢献を推進するため、5 月を「アフリカ月間」と位置づけ、地元

の国際機関や市民団体等と連携し、様々な取組を実施しました。 

【主な取組内容】 

○アフリカ開発会議横浜開催推進事業 [開港150周年・創造都市事業本部] 

  ・市営地下鉄の全40駅でアフリカ諸国を紹介する「一駅一国運動」を実施 

  ・子どもたちの絵や「アフリカ検定クイズ」を掲出した「アフリカ号」を運行 

  ・アフリカ支援キャンペーン「ヨコハマ・フォー・アフリカ」を実施 

   （「アフリカのハラペコを救え。」キャンペーンなど募金・寄附活動により、アフ 

リカの学校給食等を支援） 

○野口英世アフリカ賞関連事業 [金沢区、市民活力推進局] 

  ・「金沢区アフリカ月間」を実施（アフリカ関連ミュージカルの公演等） 

  ・野口博士ゆかりの旧細菌検査室の展示を充実 

○環境行動都市紹介事業  

[環境創造局、経済観光局、資源循環局、水道局、地球温暖化対策事業本部]  

  ・会議場において「環境ショーケース」を実施（横浜の環境施策を紹介する展示等） 

○小中学校アフリカ理解推進事業 [教育委員会事務局] 

  ・55の市立小学校で、駐日大使館があるアフリカ35か国について大使館との交流等を通じて学ぶ 

「一校一国運動」を実施 

〔開港150周年・創造都市事業本部戦略的事業誘致課 ℡671-3802〕
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② ＣＯ-ＤＯ３０を推進し、未来へ続く環境を市民とともに構築しました。 

『ＣＯ－ＤＯ３０の推進』                                16 億 5600 万円
環境モデル都市として、ＣＯ－ＤＯ３０に掲げる目標の達成に向けて今後取り組む施策を「ＣＯ－ＤＯ３０ロー

ドマップ」にまとめました。また、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入や省エネルギー型のまちづくり、

低炭素社会の実現に向けた温暖化対策を促進する規制・誘導方策等の仕組みづくりをすすめました。 

※『ＣＯ－ＤＯ３０』…2025 年度までに市民一人当たりの温室効果ガス排出量を 2004 年度比で 30％以上削減するな

どの目標を掲げた、市の温暖化対策の行動方針 

■暮らしのあり方を変え、市民生活からの CO2を効果的に削減  

◇ストップ温暖化！横浜型ライフスタイルの推進                 （3200万円）

「夏は夏らしく過ごそう」「子ども省エネ大作戦」の取組に加え、環境家計簿を自治会・町内会

約2500世帯に協力を求め、地域における省エネ実践活動を展開しました。 

〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-4107〕

■環境に配慮した事業の拡大を進め、地域経済を活性化  

◇温暖化対策技術開発支援                           （800万円）

「横浜版ＳＢＩＲ」のスキームを活用して、中小企業の温暖化対策技術の開発を支援し、脱温暖

化に配慮したものづくりを促進しました。      〔経済観光局ものづくり支援課 ℡671-3839〕

■再生可能エネルギー10 倍拡大に向けスタート 

◇住宅用太陽光発電システム設置費補助                     （3800万円）

  住宅用太陽光発電システムの設置費補助を、456件（15年度からの累計2,022件）行いました。  

〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-4155〕

◇廃食用油のバイオディーゼル燃料活用事業                   （1200万円）

市立小学校から出る使用済食用油を福祉施設でバイオディーゼル燃料に精製し、水再生センター

で重油代替燃料として利用するため、金沢区内の民間福祉施設に、バイオディーゼル燃料精製機を

1台導入しました。          〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-4155〕

■市役所が率先した CO2の排出削減への取組  

◇公共建築物省エネ推進事業                          （1400万円）

市の施設の省エネ及びＣＯ２削減を推進するため、横浜市立大学福浦キャンパス及び栄区庁舎に

ついて、ＥＳＣＯ事業の最優秀提案事業者を選定しました。 
また、小中学校への高効率給湯器などの省エネ型設備の導入や、東京大学との共同研究により泉

区総合庁舎における省エネ手法の検討を行いました。 

〔まちづくり調整局保全推進課 ℡671-2915〕

 ●横浜市は「環境モデル都市」です！                 

  20年7月、横浜市は国から「環境モデル都市」(※)に選定されまし 

た。これまでのＧ３０によるごみ削減や市民公募債を活用した 

大型風力発電事業などの先導性・モデル性、ＣＯ－ＤＯ３０による大幅な削減目標や実現可能性などが

評価されたものです。Ｇ３０で培われた市民協働の経験をＣＯ－ＤＯ３０にも活用し、国内外の先例と

なる低炭素社会への転換と国際社会への先導を目指します。 
※ 横浜市の他に、北九州市、京都市、堺市、帯広市、富山市、飯田市、豊田市、水俣市、宮古島市、下川町、檮原町、 

千代田区が選定されています。(平成21年3月末現在) 

〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-2622〕
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③ 安全を守る環境を整え、市民生活の安心感を高めました。 

『女性医師等人材確保対策事業』               1200万円 

医師や看護師などが安心して働きつづけることができる環境を整備

するために必要な経費の一部を助成したことで、新たに2病院で院内保

育所が整備され、1病院が24時間保育を開始するとともに、1病院の小児

科と麻酔科の医師が、ワークシェアリングを行いました。 

                〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2444〕 
 
『助産所等設置促進事業』                                       1400 万円

安心して出産できる場所を確保するために必要な費用の一部を助成したことで、新たに2助産

所が開設し、1病院で院内助産の取組を開始しました。 

         〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2444〕

 

『海外からの介護福祉人材就労支援事業』                              800 万円

ＥＰＡ（経済連携協定）に基づき来日した介護福祉士候補者が円滑に就労・研修できるよう、6

人のインドネシア人候補者を受け入れた市内特別養護老人ホーム3施設に対し、受入にかかる費用

の助成を行いました。また、候補者への日常生活などに関する相談の実施や、日本語学習の支援、

在横浜インドネシア人との交流会を開催しました。 

         〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3641〕

『公園遊具等を支える地域安全マネジメント推進事業』    4 億3100 万円

地域との協働による新しい遊具管理の仕組みとして、横浜型遊具安全管理のモ

デル事業を3公園で実施したほか、遊具等のリニューアルとして300基の更新を、

遊具等の予防保全として800基の修繕を実施しました。また、市民の森の施設に

ついても緊急改修工事を行い、19年度の調査で改修が必要とされた木製施設の約

半数をプラスチック擬木に更新しました。 

〔環境創造局公園緑地管理課 ℡671-3848〕

〔環境創造局みどりアップ推進課 ℡671-2624〕

『木造住宅耐震化促進等モデル事業』                                 2100 万円 

木造住宅の耐震化促進に向けたモデル的な取組として、防災ベッドの設置を2件、指定地区におけ

る住宅除去費用の助成を2件、耐震診断後に、耐震改修を検討されている方に対して相談員を派遣す

る訪問相談を350件実施しました。 

       〔まちづくり調整局建築企画課 ℡671-2943〕
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●うがい・手洗いしていますか？ ～ 新型インフルエンザ対策 ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『街路樹の根上がり対策』                                     1 億200 万円

街路樹の根上がりにより、歩行者の安全な通行の妨げになっている歩道の状況を改善するた

め、保土ケ谷区上菅田町、泉区上飯田町、青葉区もえぎ野など5地区において、延長約2㎞の根上

がり対策を実施しました。 

             〔道路局施設課 ℡671-2785〕

『新たな救急システムの構築』                                 2 億 2900 万円

119番通報の内容から緊急度・重症度の識別と、傷病者の状態に応じて、救急隊、救命活動隊及

び消防隊を弾力的に運用する「横浜型新救急システム」の運用を平成 20 年 10 月１日から開始し

ました。                             

〔安全管理局救急課 ℡334-6772〕

 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）は、現在、世界各国で感染の拡大がみられており、国内

でも５月以降、感染者が増加しています。６月には市内でも初の感染が確認されました。 

 横浜市では、新型インフルエンザ対策を以前からすすめてきたところですが、20年度は医療用

資器材の整備、訓練・研修の開催等に取り組んできました。 

 

 【20年度 新型インフルエンザ対策の実績】 

   医療体制の確保（医療資器材の備蓄等）  38,861千円 

   市民啓発、訓練・研修の実施         285千円 

   その他対策に関すること           681千円 

       計               39,827千円  

 

 21 年度は、医療体制の確保に向けて医療機関や保健所へ医

療用資器材の備蓄をすすめるほか、発生時の適切な対処方法等

に関する広報啓発の強化や、新型インフルエンザ流行に備えた

「横浜市業務継続計画（ＢＣＰ）」の策定など、新型インフル

エンザによる被害を最小限に抑える取組を強化します。 

 このように横浜市でも取組をすすめていますが、新型インフ

ルエンザの流行に歯止めをかけるには、1人ひとりの予防が一

番大切です。特に「うがい」、「手洗い」を徹底することが、イ

ンフルエンザ予防に効果があるといわれています。 

 インフルエンザウイルスが活発に活動する秋以降に備えて、

今できる予防策を徹底しましょう。 

〔健康福祉局健康安全課 ℡671-2463〕
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④ 誰もが自分らしく生活できるまちを目指し、支えあう暮らしをサポートしました。 

『こんにちは赤ちゃん訪問事業』               2200 万円

産後早期の支援の充実と子どもを見守る地域づくりの推進を目的と

して、地域の訪問員が、生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、地

域の子育て情報の提供などを行うため、本事業開始後の21年1月以降に

生まれた赤ちゃんを対象に、1,751件訪問しました。 

〔こども青少年局こども家庭課 ℡671-3874〕

『よこはま型若者自立塾』                                       1400 万円

ひきこもりや無業状態にある若者の社会参加や職業的自立に向けて、山梨県道志村で合宿型の

ボランティア活動・職業体験プログラムを展開すると共に、資格取得講座や企業におけるインタ

ーンシップを実施しました。           〔こども青少年局青少年育成課 ℡671-2325〕

『小中一貫教育推進事業』                                       4100 万円 

横浜型小中一貫教育を推進するため、市内に28の「小中一貫教育推進ブロック」（小・中学校

計85校）を設置し、小・中学校教員の交換授業や合同研修会の実施、児童・生徒の合同事業など

を通して、学力向上や児童・生徒指導の充実を図りました。 

    〔教育委員会事務局授業改善支援課 ℡671-3723〕

『学校課題対応支援事業（分権型教育行政組織の再構築）』                 6200 万円 

方面別授業改善支援センター（ハマ・アップ）を、新たに3方面に設置し、既存の1か所と合わ

せ4方面に展開するとともに、学校課題解決支援チームを2つ新設し、複雑・多様化する学校での

様々な課題に対し、発生の未然防止と学校の課題対応力向上に取り組みました。 

    〔教育委員会事務局分権化推進担当 ℡671-4238〕

●子育て家庭応援事業「ハマハグ」 

 「ハマハグ」は、小学生以下の子どものいる家庭の方、妊娠中の方が、協賛店・施設で、設備・備品の利用

や割引・優待など、子育てを応援するサービスを受けられる仕組みです。20年10月から利用を開始し、20年

度末時点での協賛店・施設数は1,613店舗・施設となりました。 

子ども連れや妊娠中の方が安心して利用でき、困ったときには 

協力を求めやすい店舗・施設を増やしながら、地域社会全体で 

子育てをあたたかく見守り、応援する輪を広げることを通じて、 

「子育てにやさしいまちヨコハマ」という新たな横浜の魅力や、 

「まち全体で子育てを見守る」という新たな文化を、市民、企業、 

行政が協働で創りあげていくことを目指しています。 

〔こども青少年局子育て支援課 ℡671-4157〕

 

 
ⓒやなせたかし／フレーベル館・TMS・NTV 

コラム⑤ 
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(2) 緊急経済対策 

20 年９月 

そ 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 中小企業支援 

◇ 中小企業の資金繰り対策として、融資条件の緩和、 

 新資金の創設など、融資制度を充実しました。 

 （融資実績11,249件、2,241億円） 

◇ 中小企業支援信用保証料助成等事業について、緊 

 急借換支援資金を新たに助成対象とするなど、借入 

 負担を軽減しました。 

 （助成実績 2,419件、3億2000万円） 

◇ 国の緊急保証の指定業種拡大に伴う認定審査体制等 

を強化しました。（認定企業数9,546社） 

〔経済観光局金融課 ℡671-2593〕 

 ■ 市民生活支援 

◇ 求職者の就労支援や市内の人材確保を推進するた 

め、無料職業紹介事業「ジョブマッチングよこはま」 

の拡充や、緊急合同就職面接会、「横浜で働こう！シ 

ンポジウム」を実施しました。（就職決定者数82人）〔経済観光局雇用創出課 ℡671-2343〕 

◇ 景気の悪化による雇い止め等に対応するため、解雇された非正規労働者などを対象に、

市が雇用枠を確保し、事務補助など137人を優先的に採用しました。 

〔行政運営調整局人事組織課 ℡671-2072〕 

◇ 社員寮等からの退去を余儀なくされ住居に困窮する求職者に対応するため、居住の確保

に向けた取組として、市営住宅の一時使用を実施し、44世帯が利用しました。 

 〔まちづくり調整局住宅計画課 ℡671-3975〕 

 ■ その他の緊急経済対策 

◇ 市内企業への発注が中心となる公共事業について、21年度公共工事を、20年度に前倒して

発注し、新年度早々に前払金の支出及び工事着手を可能としました。本市単独の事業分が

18億7200万円、国庫補助事業によるもの10億400万円分について、20年度に前倒して契

約を締結しました。                 〔都市経営局政策課 ℡671-3911〕 

◇ 工事契約において、受注者からの部分払いの要望に対する対応や、支払いにかかる契約

上の日数「40日以内」を最大「20日」へ短縮するなどの対応を行いました。 

〔都市整備局公共事業調査課 ℡671-2025〕 
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 20 年度半ば以降の世界的な経済不況により、

市内企業の景況感の低下や、失業率の上昇、有効

求人倍率の下落など、本市経済にも大きな影響が

出ました。 

 そこで、このような状況に迅速かつ的確に対応

できるよう、20年11月に「緊急経済対策本部」

を設置し、中小企業への資金繰り支援や市民生活

の安心・安定化に向けた取組などを行いました。

5.2
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(3) 中期計画重点政策の主な事業（特別会計・公営企業会計分を含めて記載してあります。） 

本市では、市政運営上の重要事業について、中期計画（18年度～22年度）を策定し、目標達成に向

けて計画的に取り組んでいます。ここでは、中期計画に掲げる７つの重点政策ごとに、主な事業の 20

年度決算の状況を取り上げます。 
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1-5-4 「特別養護老人ホームの整備」  

48 億 8800 万円

在宅生活の継続が難しく、特別養護老人ホーム

への入所の必要性・緊急性が高い方に対応するた

め、施設整備に対する助成を行い、整備の促進を

図りました。 

20年度は新たに11か所の整備によって、863床

増加し、合計で10,800床（19年度は9,937床）と

なりました。 

〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3620〕

1-4-2 『がん対策の推進』                                 19 億 7300 万円

がんの予防・早期発見に向けて、各種検診の実施や、子宮がん、乳がん、大腸がんの検診について、個別

の受診勧奨を実施し、20年度は、266,430人（19年度258,758人）が受診しました。 

また、市立大学では、先端医科学研究センターの整備に向けた基本構想の策定や重粒子線がん治療に携わ

る人材育成などを行いました。 

 〔健康福祉局保健事業課 ℡671-4139〕
〔都市経営局大学調整課 ℡671-4273〕

1-5-5 「小規模多機能型居宅介護事業所の整備」     7100 万円 

365 日、24 時間の介護を提供する地域密着型サービスである小規模多機能

型居宅介護事業所の整備を進めるため、20 年度から、これまでの整備資金の

補助のほかに、市独自に開設時の運営資金などの補助を開始しました。 

この結果、20年度は新たに5か所整備し、合計で32か所となりました。 

〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3641〕

1-5-1 『地域ケアプラザの整備』                              16 億 3000 万円

地域における福祉・保健の拠点として地域活動交流等の機能を担う地域ケアプラザを、20 年度は新たに

4か所整備し、合計で114か所になりました。 

〔健康福祉局地域支援課 ℡671-3640〕

☆重点政策１：『セーフティ都市戦略』 
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2-1-4 『保育所整備』                                            23 億 8500 万円

保育所入所待機児童の解消を目指し、保育所の新設及び増改築による定員枠の拡大を行っており、

20 年度は、保育所を 18 園新設したことなどにより 1,289 人（19 年度は 1,638 人）の定員増を図り

ました。この結果、定員の合計が36,871人となりました。 

なお、定員増を進める一方で、保育所待機児童数は増加を続けており、この解消に向けさらなる

対応に取り組む必要があります。 

〔こども青少年局保育所整備課 ℡671-2398〕

2-2-2 『ヨコハマ語学教育の推進』                                   10 億 3400 万円 

コミュニケーションの基礎となる読解力の向上を図るとともに、国際都市横浜にふさわしい語学教育とし

て、外国人英語指導助手（ＡＥＴ）の配置や地域人材の活用により、小中一貫英語教育を推進しました。 

・読書活動推進など読解力向上に取り組む学校数 20年度 小・中学校90校（累計157校） 

・小中一貫英語教育を行う学校数 20年度 小学校265校、中学校20校 

〔教育委員会事務局小中学校教育課 ℡671-3233・3887〕

2-1-1 「地域子育て支援拠点の設置」                        4 億 1300 万円

地域において子育て家庭を支えるため、親子の居場所や子育てに関する情報提供や相談、子育て支援

ネットワークづくり、人材育成を行う子育て支援の総合的な拠点を、20 年度は新たに 3 か所整備し、

合計で12か所となりました。 

〔こども青少年局子育て支援課 ℡671-4157〕

2-1-3 「多様な保育ニーズへの対応」                        17 億 9800 万円

様々なニーズに対応するため、保育サービスを拡充し、実施しました。 

・障害児保育 20年度 29か所  累計 372か所 

・一時保育  20年度 20か所  累計 213か所 

・休日保育  20年度  1か所  累計  9か所 

・病児保育  20年度  4か所  累計  9か所 

〔こども青少年局保育運営課 ℡671-2396〕

 

☆重点政策２：『子ども未来戦略』 
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3-1-2 『児童養護施設等における家庭的支援の充実』                     3 億 9000 万円

家庭にかわって児童へきめ細やかな生活支援を行うため、老朽施設の改築や新規整備の際に個室化や

ユニット化を進めており、20年度は、3施設が工事を行い、うち1施設がしゅん工しました。また、里

親対応専門員を市内４児童相談所に配置し、里親家庭の訪問や相談受付など、里親に対する支援を行い

ました。                      〔こども青少年局こども家庭課 ℡671-4289〕

5-1-1 『横浜型企業誘致・産業立地戦略の展開』                        11 億 2100 万円 

産業集積地域の業務機能や生産・研究開発機能の集積・強化に向けて、企業立地促進条例による9件の新

たな事業計画の認定、国内外からの32件の企業誘致などを行いました。 

                         〔経済観光局誘致・国際経済課 ℡671-2594〕

4-1-2 『身近な地域・元気づくりの推進』                                    1400 万円

自治会町内会や市民活動団体など、様々な主体が協働して地域課題の解決に取り組み、市民が主体

となった地域運営を進めるため、モデル地区を指定し、区局で総合的に支援しています。20 年度は、

新たに16か所がモデル地区となり、モデル地区の合計は19か所になりました。          

〔市民活力推進局協働推進課 ℡671-3625〕

〔都市整備局地域まちづくり課 ℡671-2696〕

〔都市経営局政策課 ℡671-2197〕

3-3-2 『地域特性を活かした文化芸術によるまちづくり』   3300 万円 

地域コミュニティの活性化を目指し、福祉やまちづくりなどの分野と結

びつけた文化芸術活動を、20年度は18地域において実施しました。また、

地域の福祉施設やサロンなどでクラシック音楽振興とまちのにぎわいの

創出を関連付けた事業を展開したほか、地域の歴史や自然環境、街並みな

どの地域資源を活かした、市民・ＮＰＯなどによるアート活動（アートサ

イト）の支援を、20年度は、新たに２地域で立ち上げました。 

 

〔市民活力推進局文化振興課 ℡671-3714〕 

4-2-5 『安全でおいしい水の供給』                        142 億 3900 万円 

安全でおいしい水の供給に向けて、赤水発生の原因となる老朽化した水道管などの更新

を 85 ㎞行うとともに、川井浄水場の整備においてはＰＦＩ事業契約締結などを行いまし

た。また、小中学校 36 校において、屋内の水飲み場の給水栓を、受水槽方式から水道管

からの直結給水方式に改修しました。        〔水道局経営企画課 ℡671-3066〕 

☆重点政策３：『いきいき自立戦略』 

☆重点政策４：『駅力・地域力戦略』 

☆重点政策５：『横浜経済元気戦略』 
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6-2-1 『横浜開港 150 周年記念式典及び記念コアイベント』  

45 億 2600 万円 

2009年に迎える開港150周年を、横浜の歴史や先人の業績を知る機会にす

るとともに、「チャンスあふれるまち」の創造に向けて動き出している横浜を

発信していきます。20 年度は、開港 150 周年記念式典や「開国博Ｙ150」等

の開催に向けた準備のほか、地域や市民が自主的に実施するプレイベントを

支援しました。 

〔開港150周年・創造都市事業本部150周年記念事業推進課 ℡671-4349〕 

6-2-3 『象の鼻地区の再整備』                                       18 億 2000 万円

横浜港発祥の地である「象の鼻地区」において、開港150周年に向け、横浜の歴史と未来をつなぐ象

徴的な空間としての再整備を行っています。20年度は、防波堤や緑地・広場の整備のほか、文化観光交

流の拠点となる象の鼻テラスについても整備を進め、第一段階の整備を完了しました。 

〔港湾局企画調整課 ℡671-2881・港湾局建設課 ℡671-7302〕

6-2-4 『マリンタワー再生』                             10 億 8400 万円 

開港 100 周年を記念して建設され、市民に広く親しまれているマリンタワーの保

存、活用を図り、開港 150 周年に向け横浜のシンボルとして再生するための改修工

事を行い、20年度に完了しました。 

・2009年5月23日グランドオープン 

〔経済観光局観光交流推進課 ℡671-2589〕 

5-4-1 『市民と農との地産地消の推進』                                     500 万円

市内産農産物を身近で購入できるよう、地産地消を推進する農業者に対し、直売所の統一表示の配布や

直売農家研修を充実させるなどの支援を行った結果、20年度は新たに49戸が直売ネットワークに参加し、

直売ネットワーク参加農家数は合計340戸になりました。      

 〔環境創造局農業振興課 ℡671-2637〕

6-4-3 『羽田空港再拡張・国際化推進』                                    43 億 1200 万円 

羽田空港の再拡張・国際化は、本市の国際競争力強化にもつながるものであるため、新設される滑走路の

整備費の一部として、国に対し、無利子資金の貸し付けを実施するとともに、羽田空港の真の国際化に向け

て、就航都市の拡大等について、国に対し働きかけを行っています。 

2010 年 10 月の供用開始後は、韓国・台湾・香港・マレーシア・シンガポール・タイ・フランス・イギリ

ス・オランダ・ドイツ・カナダについては、就航が決定（韓国・台湾・香港以外は深夜早朝のみ）していま

す。                              〔都市経営局政策課 ℡671-4202〕

☆重点政策６：『ヨコハマ国際戦略』 
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7-3-1 『さらなるごみ減量・リサイクルに挑戦！』                         24 億 3800 万円

市民・事業者の自主的な取組の推進、普及啓発・環境学習等の強化、罰則制度の導入による分別・資

源化の徹底などにより、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進しています。20年度のごみ

量は13年度に対して41.0％の削減となっており、横浜市中期計画で定めた「平成22年度における全市

のごみ量を13年度に対して35％削減する」という目標を達成しています。 

・13年度ごみ量：160万9千トン、20年度実績：94万9千トン 

〔資源循環局資源政策課 ℡671-2502〕
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7-2-1 『水・緑環境資源の総合的な保全・活用』                22 億 4700 万円

緑の七大拠点や米軍施設の返還跡地、市街地を望む丘など、市内にまとまって残された水・緑環境の

拠点について、水・緑の施策を総合した保全・活用を展開しています。 

・横浜動物の森公園アフリカサバンナゾーンの基盤整備を実施 

・新治里山公園の一部整備の実施（園路広場等の用地買収） 

・米軍施設返還跡地利用に関する検討  

〔環境創造局公園緑地整備課/みどりアップ推進課 ℡671-4125〕

                        〔都市経営局基地対策課 ℡671-2057〕

7-1-4 『１５０万本植樹等緑化の推進』                      2 億 3800 万円 

積極的に緑を創造するため、150万本の植樹を目指して、市民・事業者・行政の協働に

よる植樹行動を推進し、あわせて、公共施設における緑化を拡充しています。20年度は、

約50万本の植樹を行い、18年度の事業開始からの累計で約128万本の植樹を実施しまし

た。               〔環境創造局みどりアップ推進課 ℡671-2688〕 

7-4-３ 『ヒートアイランド対策の推進』 ＜すず風舗装＞                      1 億 8100 万円 

ヒートアイランド現象の緩和に資するため、都心部において、道路のすず風舗装を推進しています。

20 年度は、保水性舗装による整備を 5路線、遮熱性舗装による整備を 4路線、合計 9路線 20,012 ㎡

の整備を行い、累計で131,037㎡整備しました。          〔道路局維持課 ℡671-2750〕

H20 年度実績

▲41.0％ 

ごみ量の推移 

☆重点政策７：『環境行動都市戦略』 
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